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三　浦　じゅん仙台市民オンブズマン
弁　護　士

　この訴訟は、東北文化学園大学が文部大臣に虚
偽の財産目録を提出して大学設置認可を受けて四
年制大学を開設したことについて、財産目録の監
査を担当した会計士・
監査法人に過失があ
り、そのため、仙台
市が、大学設置認可
がなければ支出しな
かったはずの学校法
人に対する補助金相
当額の損害を被った
として、仙台市に対
し、会計士らに損害
賠償請求をするよう
に求めた住民訴訟で
す。
　平成17年４月に訴
訟を提起してから５
年が経とうとしてい
る平成22年３月10日、
控訴審である仙台高
等裁判所で判決がありました。
　判決の内容は「被告は、被告補助参加人新日本
有限責任監査法人及び同監査人に対し、連帯して、
７億7908万1788円及び（略）年５分の割合による
金員の支払いをするよう請求せよ」というもの。
つまり原告側の主張を全面的に認めた完全勝訴判
決でした。報道等でも耳にされたかもしれません
が、大変常識的かつ合理的な判決でした。
　本判決の重要なポイントは、大学設置認可に際
して財産目録の監査を担当した監査人には単純か
つ基本的な注意義務違反（過失）があることを明
らかにしたことです。すなわち会計士の過失のう
ち、少なくとも残高確認依頼書を直接投函せずに

東北文化学園大学に任せた過失（過失①）、残高
確認書の余部を交付した過失（過失②）について
は、被監査人が介在することによる不正を出来る
限り防ぐという残高確認の趣旨に反した単純かつ
基本的な過失であり、監査制度の趣旨に照らせば、
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会計士に単純かつ基本的な義務違反が認められる
本件において、会計士、監査法人らが負う損害額
について特に軽減しなければならない事情がある
とまでは認められない、と判断されました。
　監査法人及び会計士が大学設置認可に際して監
査する趣旨は、不健全な財政状況の大学が設置認
可されてしまえば、大学経営が不安定となり、ひ
いては当該大学にて学ぶ学生に不測の損害を与え
てしまうのを防止する点にあると思われます。
　このような趣旨からすれば、本件で認定された
注意義務はごく単純かつ基本的なものにすぎない
でしょう。この点、裁判所の判断は非常に常識的
ではないでしょうか。

　なお、控訴審で歴史的大敗を喫した監査法人は
最高裁判所に上告をしました。結果はまだ出てお
りませんが、おそらく最高裁判所でも常識的な判
断は覆らないだろうと思われます。
　仙台市の過失を度外視すれば、監査法人は遅延
損害金も含めれば控訴審判決時点でなんと11億円
を超える金額を仙台市に支払わなければならなく
なります。仙台市の被害が早期に回復されること
を望みます。そして、監査法人・会計士には、今
回のことを教訓にし、今後は基本的・単純な義務
を怠らないよう監査し、クライアントや関係者の
利益を守って欲しいと思います。

十　河　　　弘仙台市民オンブズマン代表
弁　護　士

１　住民訴訟へ
　本年３月30日、オンブズマンは平成20年度仙
台市議会議員の政務調査費について、約１億
4200万円について違法性の疑いを指摘して監査
請求を行いました。しかし、５月26日、監査委
員はごく一部の約450万円の返還を勧告するに
とどめました。

２　透明性の低さ
　仙台市議会では、議員１人あたり月額35万円
もの政務調査費が支給されています。ところが、
１万円以下の領収書の添付が免除されているた
め、何のために使用したのか不透明です。この
間、オンブズマンでは情報公開請求によって入
手した領収書等を分析しましたが、その不透明
さと使われ方はひどいものです。
　領収書の不提出がまかり通っているため、全
体の約４分の１の額（約6100万円）は何に使っ
たか全く不明です。領収書があるものでも、い
つ、どこで、どんな調査に使ったのか説明がな
いため、分かりません。政令指定市で１円以上
の領収書の添付を免除しているのは仙台市と北

九州市の議会だけで、透明性の低さは際立って
います。

３　違法支出
　明らかに領収書が偽造されて実体と異なる支
出を偽装しているものもありました。費目や発
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行者が異なるにもかかわらず、同一の領収書書
式で同一の筆跡で領収書がつくられているので
す。自家用車の維持費（オイル代、修理代）に
使った議員や、自家用車のタイヤ代に使った議
員もいます。極めつけは、自宅に設置する薄型
テレビを購入した議員もいました。
　郵送費用や切手代は一見正当に思われるかも
知れませんが、後援会活動や政党活動を兼ねた
文書を送付したのであれば按分が必要です。コ
ピー機やファックス、パソコン、デジカメの購
入も同様に按分が必要です。この按分をしてい
ない議員が大変多い実態が明らかとなりまし
た。

４　個別外部監査の請求を拒否
　今回、オンブズマンは監査委員に対し、個別
外部監査の手法（弁護士等の外部の専門家が監
査を実施する方法）によって監査をすべきだと
指摘しました。全国各地でこの方法が採用され、
政務調査費については返還の勧告が相次いでい
たからです。他方で、これまで仙台市監査委員
は議会の問題についてきちんとした勧告を出し
たことがなく、仙台市監査委員４名とも今回の
監査請求については法律上又は事実上の利害関
係があり、中立性・第三者性を保って監査を実
施することが困難だったからです。
　ところが、監査委員はこの手法を採りません

でした。残念な
がら、監査委員
は会派に資料の
提出や弁解をさ
せ、それがもっ
ともらしければ
それ以上の追及
はしないという
監査態度に終始
しました。監査
結果には「具体
的説明があり、
その説明に合理
性 が 認 め ら れ
る」「説明があ
り、これに反す

る事実は確認できない」「自主的に按分したこ
とが推認できる」などの表現が散見され、議員
や会派の説明を無批判に受け入れる態度が顕著
です。

５　監査結果
　結局、薄型テレビの半額などは自主返還され
たので、監査委員は偽造領収書や自家用車の維
持費（オイル代、修理代）やタイヤ代等、違法
性が明々白々な支出に限って違法と判断しまし
た。議員及び会派の裁量を広範に認めた杜撰な
監査で、大半を見逃してしまったのです。
　また、監査委員は末尾に改革を促す「意見」
を述べていますが、最低限の改善要請を述べた
に過ぎません。

６　今後の課題
　本年６月４日、市議会は会派代表者会議を開
き、１円以上の領収書の添付を義務づける条例
改正を６月議会で実現することを申し合わせま
した。改正は遅くに失していますから、施行を
先送りすることなく直ちに施行すべきです。
　オンブズマンは、監査委員が見逃した違法な
支出について住民訴訟を提起し、法廷で追及す
る予定です。また、約370万円もの違法支出を
指摘された庄子晋議員については、さらなる責
任追及ができないか検討します。
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坂　野　智　憲仙台市民オンブズマン
弁　護　士

　仙台市には、市が４分の１以上を出資している
外郭団体が40もある。平成20年度に管理職で退職
した職員は155名だが、そのうち51名が外郭団体
に天下っている。これらの外郭団体とは毎年巨額
の業務委託契約がなされている。例えば仙台市環
境整備公社との間では、平成22年度缶・びん・ペッ
トボトル・廃乾電池類選別業務委託費として４億
9875万円、その収集運搬業務委託費として６億
1215万円を支払う契約が締結されている。前者は
平成13年度から同様の委託契約がなされている
が、その時の金額は４億9896万円であり全く見直
しがされていない。これらの業務委託に当たって
は本来行われるべき入札が行われず、仙台市環境
整備公社との特命随意契約で契約されている。つ
まり全く競争性が排除されているわけだが、これ
らの業務は民間の廃棄物処理業者であれば行うこ
とが可能な業務であり、公社に独占させる理由は
ない。人件費の積算資料を見ると、選別課長の人
件費が１人当たり年間約1000万円とされている。
天下り役人の収入確保のために敢えて特命随意契
約を行って委託費を高止まりさせている疑念すら

ある。
　仙台市の財務規則では特命随意契約に当たって
は必ず相手方から見積書をとらなければならない
と定めている。本件では業務委託仕様書を添付し
た見積依頼、見積書提出、契約締結が全て４月１
日に行われている。まともな商取引なら数時間

（実際には数分か？）で見積書を作成し、数時間
で見積書の内容を検討することなどできるはずが
ない。しかも提出された見積書なるものはＡ４判
１枚に見積金額の総額のみが記載されているもの
で、内訳の記載はない。これでは見積の根拠は全
く不明であり、その妥当性を仙台市が検討する余
地はない。これを「見積書」とは言わない。初め
から全くの出来レースなので本来見積書などは不
要なのだが財務規則に決められているので形式を
整えたに過ぎない。本来見積書を提出させる意味
は、事前に見積書を提出させることによって費目
毎の金額の妥当性を検討すると共に、その金額で
適正に業務を遂行可能かどうかを検証することに
ある。本件業務委託契約は特命随意契約にする必
要がないのにそれによったという問題性があるの
みならず、実質的に見積書を提出させずに契約し
ているので違法無効である。

野　呂　　　圭仙台市民オンブズマン事務局長
弁　護　士

　昨年誕生した民主党政権は国民の期待を次々と
裏切って来ていますが、数少ない前進と評価でき
るのは、情報公開法改正に向けた取組です。現在、
行政刷新担当大臣を座長する行政透明化検討チー
ムにおいて情報公開法改正に向けた検討がなされ

ています。
　改正案の柱は、①情報公開法の目的に「知る権
利」の保障を明記すること、②防衛・外交・犯罪
捜査情報の不開示要件についての主張立証責任を
国に負担させること、③部分開示規定を誤解の生
じないように明確化すること、④開示請求から開
示決定までの期間の上限を60日以内とすること、
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⑤ヴォーンインデックス手続・インカメラ審理を
導入し、情報公開条例に基づく自治体の不開示処
分の場合にも適用できるようにすること、などで
す。
　仙台市民オンブズマンは、これまで仙台高検・
地検の調査活動費、公安調査庁の調査活動費、外
務省の機密費、宮城県警の捜査報償費等の情報公
開訴訟を提起してきました。これらの訴訟におい
て、国や県警は、抽象的な不開示理由しか主張せ
ず、また文書の一部に不開示情報が入っていれば
不開示情報ではない部分も含めて全部の情報が不
開示になるという理屈をこねて争い、多くの裁判
所もそれを追認し、結果としてオンブズマンの請
求が退けられるかたちとなっていました。しかし、

今回検討されている法改正が実現すれば、訴訟手
続において裁判官が対象文書を見分して不開示理
由の有無を判断できることになり（インカメラ審
理）、今までの空中戦の議論から脱却することが
できます。
　仙台市民オンブズマンは、国や自治体の情報を
国民・住民がアクセスできるという国民主権では
当然のことを実現する方向につながる情報公開法
の改正には賛成です。そして、早期の法改正を実
現すべく、本年５月13日に内閣府行政刷新会議に
意見書を提出しました。意見書の内容については、
仙台市民オンブズマンのホームページをご覧くだ
さい。

野　呂　　　圭仙台市民オンブズマン事務局長
弁　護　士

　今年のオンブズマン全国大会は、９月４日（土）
〜５日（日）に富山市サンフォルテで開催されま
す。今年の分科会は、政務調査費訴訟、初めての
市民オンブズマン、談合、情報公開、議会改革が
予定されていますが、このうち議会改革分科会を
仙台市民オンブズマンが担当することになりまし
た。
　現在、全国大会に向けて準備を進めています。
議会改革分科会のコンセプトは、「議会のあるべ
き姿を提示するとともに、それに向けた議会サイ
ド（議会内部からのアプローチ）と市民サイド

（議会外部からのアプローチ）からの改革・運動
を議論する」です。分科会では、議会基本条例の
制定について全国をリードしている北海道栗山町
議会前事務局長で東京財団研究員の中尾修氏を講
師にお招きし、議会サイドからの改革の実践例を
講演いただくとともに、仙台市や相模原市の議会
ウォッチャーの取組を報告する予定です。
　政務調査費、海外視察、費用弁償…、多額の税
金を受け取りながら議会はそれに見合った機能を
果たしてきたのか。赤字必至の公共事業に多額の

税金を投入することについて、議会はどれほど真
剣に議論・検討したのか。このような議会のあり
方に対する根本的な疑問をもとに、今、議会がど
う変わろうとしているのか、いないのか、それを
市民がどう支え、あるいはチェックしていくのか、
議会改革分科会はまさに地方自治の根本にかかわ
る問題と向き合うことになります。
　宮城県からは少し遠いですが、皆様、是非富山
大会にご参加ください！

　今回は最下位近辺に喘ぐスポーツチームがテーマ
の回文ふたつです。
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